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Ⅰ はじめに  

1 目的   

本ガイドラインは、「新型インフルエンザ対策行動計画」（以下「行動計画」とい  

う。）のうち、「予防と封じ込め」対策を具体化するものとして作成したものであり、  

フェーズ4A以降6Aまでにおいて、新型インフル工ンザの羅患の有無の確認等を  

はじめとする検疫業務の強化等により、水際においてできる限りの侵入防止を図る  

ことを目的とする。  

2 実施時期   

本ガイドラインは、フェーズ4（ヒトからヒトへの新しい亜型  

感染が確認されているが、感染集団は小さく限られている）ドとなり、  型インフル  

工ンザが検疫法（昭和26年法律第201号）（以下「法」とじヽ  

基づき指定された場合に、速やかに実施するものとする。  

第34条の規定に  

3 本ガイドラインの見直し等  

本ガイドラインは、行動計画のフェーズ4てA等の「予防と封じ込め」の項に記述  

が法第34条の規定に基づき指定される際  されているとおり、新型インフルエ  

に、既に確認されている「新型インフノ   ンザ（＊）」の臨床症状、疫学情報等を基  

に、直ちに見直すものとする。   

また、新型インフルエンザ等に関する科学的知見、検査技術の進展等に応じて、  

適宜、必要な修正t追 

ンザ患者の症状から推定し、「新型インフルエン  

かつ呼吸器症状（激しい咳、呼吸困難など）とし  

これに発生地から来航したこと等の疫学条件が付加される。  ており、  

型インフルエンザが確認された時点で、そのウイルスの遺伝的情報  

ご 
書 

顧絢能という前提をしている。   

なお、検査の実施手順（検体採取、検査方法等）については、別途定めるこ   

ととする。  

らかとなると考えられることから、少なくとも、PCR検査による確定診      らかとなると考えられることから、少なくとも、PCR検査による確定診  

Ⅱ 基本的事項  

1 検疫所における対応   

世界各国の発生・流行状況を適切に把握しつつ、新型インフルエンザの発生一流  
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行地域からの入国者について、検疫前の通報（法第6条）、質問票（法第1・2条、別  

紙1）、医師の診察（法第13条）を踏まえ、新型インフル工ンザ疑い患者、濃厚接  

触者（同行の家族・友人、渡航中行動をともにした集団・添乗員、搭乗（航行）中に  

世話をした乗務員（乗組員）等）及び同乗者を、①法第16条の規定に基づく停留、  

法第15条の規定に基づく隔離、②法第18条の規定に基づく健康状態の報告、③健  

康管理カード（別紙2）による指導、の3段階により対応する。  

・：・′ ノ■  

州〆∴環一  

検疫所長は、検疫に係る情報を的確に収集し、初動の防疫体制を指岩槻とが  

重要である。各検疫所で作成した危機管酌ニュアルに従って、頓原品粂鮎び  
なお転 
塾蓬 
■■ ∴＝′′  

役割分担の明確化を事前に確認しておくことが重要である。  

各検疫所が有機的に連携を取ることも重要である。  
が 

ぐ硝ヵ   

一行詩  また、新型インフルエンザ疑い患者若しくは確定患者等転開棄昂報道機関等への  
嘗．♂ 対外的な対応は、検疫所業務管理室及び結核感染症課で協議め生対応することとす  
る。  

2疑い患者の検出   

我が国への到着までの時間と新型イ豪フルエ拘の潜伏期間を考えると、検疫時 〆ても   
に新型インフルエンザ疑い患者を漏れ敬忌腰知することは難しい場合があること  

j、  から、法に基づく措置に加え、マスクや健康管理カードの配布など幅広く対応する   
ことにより、可能な限りの国内への侵入と感染拡大の防止を図るものとする。   

このためには、関係機関、地元の自治体、委託医療機関等との連携は重要であり、  

宵 上㌦塀輿 1r′  日頃より連携・連絡体制を構築しておくとともに、情報の共有を図っておく必要が                                           づ   
ある。   一轡  

‘預 

観・               ■甲そ転．㌔－  

（医療機関への入院等）  離
 
 

隔
 
 

び
 
 

及
 
 

留
 
 

停
 
 
 
検疫所長略語新型インフル工ンザ疑い患者と判断した場合には、法第16条の規 て   
定だ基づく停留を指示し、感染症指定医療機関に搬送し、委託停留を実施する。緊  

ミ「！丸  旨 ‡ Jrヒ 急そ環姫やむをえない理由があるときは、感染症指定医療機関以外の陰圧病床を有  
する病院又は診療所であって、検疫所長が適当と認めるものにその入院を委託して  
行う。この際の停留期間は新型インフルエンザ発生地域を発航してから潜伏期閣内  
とする。また、停留期間中にPCR等の検査を実施し、検査の結果、新型インフル  

エンザと確定した場合には、法第15条の規定に基づく委託隔離を実施する。   

事前に委託医療機関との間で、連絡体制、搬送方法等を十分調整することが重要  

である。  
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4 仮検疫済証の交付  

新型インフルエンザの発生地域を発航してから潜伏期間内に来航する航空機又   

はインフルエンザ発生地域を出港若しくは発生地域に寄港してから潜伏期間内に   

我が国に来航する船舶については、検疫の結果、新型インフル工ンザウイルスの国   

内への侵入のおそれがほとんどないと判断した場合に、潜伏期間を超えない範囲で   

一定の期間を定めて、法第18条の規定に基づく仮検疫済証を交付する。  

5 検疫業務に対応する検疫官について  

検疫ブース、機内検疫、臨船検疫等、新型インフルエンザに係ろ幹疫集葡  

する検疫官は、検疫時にはマスクの着用等の感染防御対策を講じるご竜一。また、業 ’を 

． 務終了後は、除染のための手洗いやうがいの励行について、関係各職員に対し周知  
徹底を図る。  

新型インフルエンザ  また、委託停留を実施した新型インフルエンザ疑い患者が、篭   

患者と確定した場合には、当該患者と接触のあった検疫官には、社会機能を維持す  

るための必要な対処を実施する。  

6 関係機関等との連携  

（1）関係機関、自治体等との連携  

新型インフルエンザの国内への感染拡  を防ぐためには、検疫所と関係機関、保  

健所をはじめとする地元自治休等との情報の共有、連携強化を図り、対応に当たる  

ことが重要である。またぎ新型インフル工ンザの発生、拡大の情報などを的確に把  

二 握し、フェーズを踏まえた軸を行うことが重要である。 、“ゝ   

特に、発生国；”地噂が拡大した場合には、検疫所のみでは対応が困難となること  

も想定されることか畝迅速かつ円滑に各関係省庁、自治体等との連携強化を図る ヽ◆ヽJぅっ′÷  

ためにもヾ′つ漂－ズ3の時点から、各機関と対応等を検討するとともに、図上訓練  
及び実地凱練卵実施により対応状況を確認しておく必要がある。   

ぎた、検疫所が、入国した着からの健康状態の報告等により新型インフルエンザ  

ー駄 を疑う者（以下、「有症者」という。）を把握した場合には、速やかに関係自治体に  

連絡する。連絡を受けた自治体は、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に  

関する法律（平成10年法律第114号）（以下「感染症法」という。）に基づく対応  

を行う。  

（2）航空会社、船舶代理店等との協力   

航空会社、船舶代理店、旅行会社等、空港や港湾における検疫業務に係る事業所  
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等に対して、海外感染症情報（FORTH）や各検疫所ホームページ、事務所掲示  

板等により、現在のフェーズや発生地域の状況等の十分な情報提供・共有が必要で  

ある。これらの情報を踏まえ、関係者は、必要に応じた感染防御対策を講じること  

とする。   

また、フェーズ3の時点から、緊急時における各事業所の窓口担当者・連絡先を  

事前に定め、危機管理lこ備えた迅速な対応及び指示等が実施できるようにしておく  

必要がある。  〆  

／号  

峯話♪－‰・         、ニ｝  
堅裏          t・  

、■－ －←▼  

Ⅲ 検疫対応  

1 航空機の検疫について  

ぎ （1）検疫前の通報により有症者がいることが把握できた場合  躍インフルエンザ  

発生地域から来航する航空機も新型インフルエンザ発生増減でない地域から来  

航する航空機も同様の扱いとする。）  

∴．  

♂  、 ぷ      み  
べ諒  

てこニ，二  
玩    ＜ふ  長 

，感 

（D 到着前の対応について  

航空会社から、法第6  条の規定に  

ヾ当該有症者の確認（＊＊）のため、同機  疫前の通報を受けた場合には、検疫  

の機内検疫を実施する旨、速やかに航空会社に連絡する。また、航空会社等関係  

者と協議の結果、機内検疫に替わる方法で検疫を行うことが可能と検疫所長が判  

戎 断する場合には、この現当でぽない。  
㌦J また、検疫の実施に預，ら箪て関係機関にも連絡を行う。  

㌦、で転－ 

’■㌻■  
∈貞  

判るため  

ぢ  

＊＊有症者と  に必要な情報：下記アかつイの症状を示し、り又は  

エに該当する者。  

、戦、 プ象発熱（38℃以上の発熱を呈している者。38℃未満であっても、発熱後、  

甘  イ
 
 

爪か   
ぶ
 
 

「
∴
 
 
▲
「
一
′
．
 
氾
筈
 
 

・
．
 
 
 
∴
 
 

解熱剤を服用した場合を含む。）   

呼吸器症状（激しい咳、呼吸困難など）  

ウ 発症前、潜伏期閣内に、新型インフルエンザの発生地域に滞在したこ   

と。  

エ 発症前、潜伏期間内に、新型インフルエンザの確定患者または疑い患   

者と接触したこと（患者の家族、医療従事者等）。  
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② 航空株到着前の指示事項  

検疫所長は、法第14条の規定に基づき、航空会社を通じて、航空機の機長に   

次の指示を行う。   

・有症者には可能な限りマスクを着用させる等、飛散防止対策を講じること。   

・有症者の対応を行う乗務員はできるだけ、少人数の専属とし、マスク等を着  

用させること。  

員
 
に
 
動
 
 

・有症者と他の乗客との間隔を可能な限り空ける。有症者対応乗務  
、
る
 
 

り
 
せ
 
 

よ
 
さ
 
 

当該有症者を後方座席又は他の乗客と十分な距離が取れる場所I  

こと。  

一有症者と他の乗客の距離がとれない場合には、当該有症者  

てマスク着用等の予防措置を実施すること。  

・化粧室については、有症者に最も近い場所を専用と転、  の乗客の使用を禁 紆   

止させること。なお、貨物専用機においては、この限り  

③ 検疫の実施  

機内検疫の場合の実施手順は次のと  ある。なお、機内検疫に替わる方  

施すること。  法で行う場合には、これに準じ  

ア 検疫官は機内に赴き、有症者が他の乗客と離れているかどうか、周囲の乗客   

が適切にマスクを着用しているかどうかを確認する。また、法第12条の規定   

に基づき、全乗客㌢乗員に健康状態質問票（以下、「質問票」という。別紙1）   

及び調査票（別紙′3） 

る。  

イ 検疫官覧、（医師）は、機内で、有症者に対し質問票を基に問診及び診察を行う。  

診察ゐ篠栗、有症者が新型インフルエンザ疑い患者であると診断した場合には、  

の旨を検疫所長に連絡し、検疫所長は、新型インフルエンザ疑い患者の停留   

捨置（搬送、停留）の決定を行う。  

ウ 検疫官は、車椅子等を用いて、新型インフルエンザ疑い患者を機内から直接   

搬送車に誘導する。  

また、搬送準備等が整うまでの間は、各検疫所の状況に応じて、当該新型イ   

ンフルエンザ疑い患者を適切な場所に待機させる。  
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エ 濃厚接触者がいる場合には、機内で、濃厚接触者に対し、検疫官（医師）が、   

質問票を基に問診及び診察を行う。この結果、新型インフルエンザ疑い患者と   

診断された場合には、イに準じて措置を行う。  

また、診察の結果、新型インフル工ンザ疑い患者と診断されなかった場合に   

は、法第18条第2項の規定に基づき、調査票により氏名、連絡先等の確認を   

行い、健康状態報告指示書により、入国後（潜伏期間内）の朝夕の体温測定結果  

等を報告する旨の指示を行うとともにマスクを配布し、万一に備え瑚鞠防止  
のための対応であることを説明した上で、帰宅時におけるマスクガ着独和い  
て協力を要請する。  灘 

乱
 
 

の
 
 
 

者
 
 
 

触
 
 
 

接
 
 
 

厚
 
 
 

濃
 
 

オ 検疫官は、新型インフルエンザ疑い患者及び  同乗者に  

対し、機側にて質問票等の回収及び健康状態の聞き取り・確認志（必要に応じ検温） き  

を実施し、法第18条第2項の規定に基づき、調査票によ㌢ぢ氏名、連絡先等の  

確認を行い、健康状態報告指示書により、入国後（潜伏期間内）の朝夕の体温測  

定結果等を報告する旨の指示を行うととも忘マスクを配布し、万一に備えた拡                                                                              Jタ  

首箸 散防止のための対応であることを説明じた、帰宅時におけるマスクの着用  
一  

について協力を要請する。  海紆  

ノ彗軋  

r L   増  恕〆   

力 検疫官は、実施した措置について、検疫所業務管理室を通じて結核感染症課  

に報告する。  

㌔   凝  
；・㌢γ腰ヱ軍′敬一  

④ 新型インフルエンザ廃し嘗患者の停留措置  

ア 搬送前の基本寮項  

● こ，丁 （ア）感染症指定医療機関（緊急その他やむをえない理由があるときは、感染 二ヽ一′′   
症指定唇療機関以外の陰圧病床を有する病院又は診療所であって、検疫所長   

が誌当選認めるもの）には、到着時に適切な感染管理が行われるように、新 ▲〉1㌔7〉  
一言インフルエンザ疑い患者の情報、予想到着時間等を必ず事前に連絡する。  

閻群 入国管理局、税関等の関係機関及び自治体（空港の所在する保健所と医  

療機関の所在する保健所）にあらかじめ連絡する。  

（ウ） 搬送経路は、安全で確実に通行できる経路を選ぶ。  

イ 停留措置  

（ア） 法第16条の規定に基づく停留措置を行うに当たっては、医師から本人  

にその旨を伝えた上で搬送を行う。  
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（イ） 搬送にあたって、新型インフルエンザ疑い患者に接触する検疫官等は、   

防護衣、マスク、手袋等を着用する。また、運転のみを行う者はマスクを着   

用する（患者移送ガイドラインを参照）。  

（ウ） 拡散を防止するため、アイソレーションテント等を使用することで、運   

転席と後部（ケアコンパートメント）の間を仕切ることが可能となる。  

⑤ 健康監視対象者からの報告に対する対応   

同乗者等から、健康状態に異状を呈した旨の報告があった場合にl  

疫所業務管理室を通じて結核感染症課に報告するとともに、法第18  条第ゝ3囁の規  

定に基づく通知書（別紙5）により、当該者の健康状態、当該者lギ対して指示し                                                                                                                                                                                                                                  ■■ －  

で駄 た事項、並びに当該者から報告を求めた事項について居所場所在他者管轄する都  
道府県知事（保健所を設置する市又は特別区にあっては、市長  ま区長とする。以  

下同じ。）に速やかに通知すること。   

報告を受けた結核感染症課は、必要に応じて、感染症法に基づく対応を関係自  

治休に要請する。  

⑥ 消毒   

検疫官は、法第14条の規定に基づ  の消毒措置を実施する。  

ア 新型インフルエンザ疑い患者の手荷物  

イ 新型インフル工ンザ疑い患者の座席周辺のシート、接触したトイレ、利用し  

た食器等  

り有症者がいないとの報告があった場合  

ンフルエンザ発生地域から来航する航空機の機長から、法第  

（2）検疫前の通報  

検疫官は、新型  
マ、j▼J〝  

11条野2項の規定に基づく書類の提出及び呈示を求め、機内に有症者がいないこ   

とを書面環確認する。   

－■   

検疫官は、新型インフルエンザ発生地域から来航する全乗客t乗員から質問票   

を回収し、健康状態や入園前の新型インフルエンザヘの曝露状況について確認す   

る（（1）（D＊＊）。  

② 体温測定  

検疫官は、新型インフルエンザの発生地域からの入国者について、サーモグラ  
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フィーや放射体温計等により体温測定を実施し、発熱者の発見に努める。   

なお、発熱者を発見した場合には、必要に応じて、医師の診察等を行い、新型  

インフル工ンザ疑いであるか否かを診断する。  

③ 健康管理カード  

検疫官は、①を終えた乗客に、マスク及び健康管理カード（別紙2）を配布し、   

健康上の注意点、発症後の対応等について指導する○  ブ、 
ダ．ヂ、嵐   ’ タ妄  

奪確粛  
＼
■
 
 転
 
 

亮
 
 
｝
 
 

■
‥
．
 
 

“
が
さ
土
子
タ
 
 

ノ
軽
1
 
∴
、
 
 ④ 有症者等への対応  

①の質問票等から、有症者がいた場合には、直ちに健康相談  て
 
 

お
 
 

、医  

師による問診、診察等を行なう。この結果、医師が新型イ克之フル蟄・ジザ疑い患者   
琶  

と 

の措置を、また、  

同乗者（乗客・乗員）については、質問票をもとに追跡調査等を行った上で、（1）  

③オと同様の措置を行う。  

退ザ疑い患者と診断されなかった  また、有症者が、医師により新型インフル  
打♂  

場合には、（2）③と同様、マスク及が健康管理カードを配布し、帰宅後、直ちに  
声′、∧ノ、｝ 

医療機関を受診するよう指導する。宅鷲汝  

（3）その他   

有症者がトランジッ炉（乗り継ぎ）客の場合には、検疫官は、事前に関係機関等  

㌔一イ∴ふ ンん に連絡し、その対応を協議華るとともに、直ちに検疫所業務管理室を通じて結核感  
喝〆 

染症課に報告す  

J・ 有症者が、治療等                          ’登管  め入国を希望する場合には、Ⅲ1（1）③の手続きを開始  

する。 －  

こき蓉㌔．  

船舶め検疫について  
－ニ■，，   

（1）検疫前の通報により新型インフルエンザ発生地域から潜伏期閣内に来航し、か   

つ有症者が乗船していることが確認された場合   

検疫港において、臨船検疫又は着岸検疫を実施する。なお、検疫港以外の港へ入  

港するための事前の許可を受けている場合であっても、検疫所長は、法第14条第2  

項の規定に基づき、船舶の長に対して検疫港へ回航するよう指示する。  
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着岸検疫は、当日の天候等の理由により検疫官の安全確保が難しい場合に実施す  

ることとし、事前に港湾管理者、海上保安部署長等と協議し、対応する埠頭、場所  

等を決定しておく。  

（む 検疫前の通報内容   

新型インフルエンザの発生地域から来航する船舶については、検疫前の通報に  

おいて、通常の通報内容に加え、以下の内容の通報（＊＊＊）を求める。㌔  

＊＊＊追加の通報内容   

ア 発熱者の有無（38℃以上の発熱を呈している者。380c   

発熱後、解熱剤を服用した場合を含む。）  

イ 呼吸器症状（激しい咳、呼吸困難など）の有無  

ウ 発症前、潜伏期閣内に、新型インフル工ンザの発生地域に滞在したこと   

の有無。  

エ 発症前、潜伏期閣内に、新型インフル工ンザの確定患者または疑い患者                                                               てむ  

と接触したこと（患者家族、医療従事  の有無。  

② 船舶到着前の指示事項  

新型インフルエンザの発生地域から   期間内に来航する船舶内で、乗客また  

は乗組員に、有症者がいるとの通報があった場合には、検疫官は、船舶代理店を  

臨船検疫又は着岸検疫を実施する旨を連絡するととも  通じて、当該船舶に対し  

に、次の事項を指示ず  

ア 有症者は個室  、隔離を実施すること。なお、個室がない場合には、可能な   有〆  

限りぎスクを着用させる等、飛散防止対策を講じること。  

イ 有痘煮と接触する者は限定し、感染防止対策（マスク、手袋、手洗い、うが  

等）を実施すること。  

症者について朝夕の休温と症状、使用した薬剤の記録及び報告を行うこと。  

エ 有症者の使用するトイレを限定し、適宜消毒を実施すること。消毒には消毒   

用アルコール又は次亜塩素酸ナトリウム液等適切なものを用いること。  

オ 船舶代理店を通じて本船に質問票（別紙1）をFAXまたは電子メールにより   

送付し、検疫前に全乗客、全乗組員が質問票に記入すること。  

③ 関係機関、水先人等への情報提供等  
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（1）検疫官は、業務の都合により検疫を受けていない船舶に乗船する関係機関に   

対して、新型インフルエンザの発生・流行地域、流行状況、伝播様式、症状、   

予防方法等の詳細な情報を随時提供する。  

（2）検疫官は、臨船検疫を行った後に、同船舶に乗船する者に対して、新型イン   

フルエンザの発生・流行地域、流行状況、伝播様式、症状、予防方法等の詳細  

．∴  

〆．y～払  

貌‰転言海宅篭．緑野   
転㌔雛  

0  1 ㌔，、  

な情報を随時提供する。  

水先人に対して、乗船時に、マスクや手袋の着用等を指導する  

・水先人が検疫官と同時に乗船する場合には、法第5条の規恕軒き、検疫  

ね  が終了するまで水先人を下船させない0また、水先本村ま操舵室以外へ立ち   
入らないよう要請する0さらに、下船時には検疫官がを行う。  

④ 臨船検疫等の実施  

ア 検疫官は、海上保安部署、地方運輸局声l宗対し宗、新型インフルエンザ疑い   

患者が乗船している可能性があるため、塩船検疫又は着岸検疫を実施する旨を  

．J‘′  連絡する。また、有症者の重篤度に応じて必要な機材を準備する。  

イ 検疫官は、船舶の長及び衛生管理者等から、有症者、濃厚接触者及び同乗者   

（乗客、乗組員）の状況説明を受ける。  

： 

ゥ検疫官（医師）lまぎ†竃該船舶の個室において、質問票を基に有症者の問診、                                          ．：p  ．ゲ  
、℃・・〉1  診察を行う。ぜt〉、診察の結果、有症者が新型インフルエンザ疑い患者であると診断  

した場合に脱島）旨を検疫所長に連絡する。また、調査票（別紙3）及び健康                              ‘芳  
触 

状態報告喝示書（別紙4）を配付し、記入させる。 義  
戦ふ，  
寛鱒た〉イ√タ〟  

裏襟、e－㌔検疫所長は、新型インフルエンザ疑い患者の停留措置（搬送、停留）の決定  

′～■巻線う。また、検疫官に対して、医療機関への搬送準備を指示する。      【鯵  

オ 濃厚接触者がいる場合には、検疫官（医師）は、適切な場所において、質問票   

を基に問診及び診察を行う。この結果、新型インフルエンザ疑い患者と診断さ   

れた場合には、エに準じて措置を行う。   

また、診察の結果、新型インフルエンザ疑い患者と診断されなかった場合に  

は、法第18条第2項の規定に基づき、調査票により氏名、連絡先等の確認を行  
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い、健康状態報告指示書により、入国後（潜伏期閣内）の朝夕の体温測定結果等  

を報告する旨の指示を行うとともにマスクを配布し、万一に備えた拡散防止の  

ための対応であることを説明した上で、帰宅時におけるマスクの着用について  

協力を要請する。  

力 検疫官は、新型インフルエンザ疑い患者及び濃厚接触者の下船後、同乗者に  

ついて、船内にて質問票の回収及び健康状態の聞き取り確認（必要に序  

を実施し、法第18条第2項の規定に基づき、調査票により氏名、▲㌔簿滴  

夕
 
に
 
ス
 
 

朝
一
マ
 
 

確認を行い、健康状態報告指示書により、入国後（潜伏期閣内  の
 
備
 
 

体温測  

えた拡  定結果等を報告する旨の指示を行うとともにマスクを配布し  

散防止のための対応であることを説明した上で、帰宅時  クの着用  

について協力を要請する。  

キ 検疫官は、実施した措置について、検疫所業務管理室を通じて結核感染症課  

に報告する。  

⑤ 新型インフルエンザ疑い患者の   

ア 搬送前の基本事項  

（ア）感染症指定医療機関（緊急その  やむをえない理由があるときは、感染  

症指定医療機関以外の病院又は診療所であって、検疫所長が適当と認め  

時に適切な感染管理が行われるように、新型インフ  

情報、予想到着時間等を必ず事前に連絡する。  

の関係機関及び自治体（港の所在する保健所と医療  

機関の敢在する保健所）にあらかじめ連絡する。  

路は、安全で確実に通行できる経路を選ぶ。  

停留措置   

法第16条の規定に基づく停留措置を行うに当たっては、医師から本人に  

その旨を伝えた上で搬送を行う。  

（イ）搬送にあたって、新型インフルエンザ疑い患者に接触する検疫官等は、防  

護衣（白衣等）、マスク、手袋等を着用する。また、運転のみを行う者は  

マスクを着用する（患者移送ガイドラインを参照）。  

（ウ）拡散を防止するため、アイソレーションテント等を使用することで、運転  

席と後部（ケアコンパートメント）の間を仕切ることが可能となる。  
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⑥ 健康監視対象者からの報告に対する対応   

同乗者等から、健康状態に異状を呈した旨の報告があった場合には、直ちに検   

疫所業務管理室を通じて結核感染症課に報告するとともに、法第18条第3項の規   

定に基づく通知書（別紙5）により、当該者の健康状態、当該者に対して指示し  
占
電
t
 
＋
‥
付
′
＿
 

都
 
以
 
 
瀞
 
 
 

症
確
 
を
 
長
 
 

た事項、並びに当該者から報告を求めた事項について居所の所在地  

道府県知事（保健所を設置する市又は特別区にあっては、市長又は  区
 
 

脅
 
 

事
．
艶
≠
 
 
 

Ⅶ
 
 
 

下同じ。）に速やかに通知すること。  ♪寧  

報告を受けた結核感染症課は、必要に応じて、感染症法に基環応  

治体に要請する0  
I  

〆鞠                                                                             尋    謹  
傲 裏 鼻  

√’ミ｝   

⑦ 消毒  

検疫官は、法第14条の規定に基づき、次の消毒措置を実施する。  

ア 新型インフルエンザ疑い患者の手荷軌押遣   

イ 新型インフル工ンザ疑い患者の居室、職場胞た洗面所、トイレ等  
Lr 

自 係 関 を  

（2）検疫前の通報により新型インフノご箪おザ発生地域から潜伏期閣内に来航し、か iI■   
つ有症者が乗船していないとの報告があった場合   

検疫官は、新型イ隷クルエンザ発生地域から潜伏期閣内に来航する船舶の長か ‘、Jト■半 ら、法第11条第2項軸掛こ基づく書類の呈示等を求め、船内に有症者がいな  
1、モ′〆  

いことを書面軍確辞する。  

また、基本鴫顛応手順は、Ⅲ2（1）に準じ、臨船検疫又は着岸検疫を実施  
問題がない場合には、乗客等に対してマスク及び健康管理カード  芯
 
の
 
 

も
 
）
 
 

と
 
2
 
 

と
 
紙
 
 

る
 
別
 
 

す
 
（
 
 

配布を行う。  
、
慾
墨
壷
 
 

〉∧タ    、A′ 

￥イゝ ① 葛岡票及び健康管理カード   

検疫官は、新型インフルエンザ発生地域から来航する全乗客・乗員に質問票を   
配付し、船内で記入を求める。また、原則として船内において質問票を回収し、  

健康状態や入国前の新型インフルエンザヘの曝露状況について確認する（2（1）  

①＊＊＊）とともに、マスク及び健康管理カードを配布し、健康上の注意点、発症   

後の対応等について指導する。  
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② 有症者等への対応   

①の質問票等から、有症者がいた場合には、直ちに医師による問診、診察等を   

行なう。この結果、医師が新型インフルエンザ疑い患者と診断した場合には、（1）   

⑤に従って停留措置を行う。   

この場合、濃厚接触者が特定できる場合や、同乗者（乗客・乗員）についても、   

2（1）④オ及び力と同様の措置を行う。  

ウ  ′ 、  

（3）新型インフルエンザの発生地域を発航し、潜伏期間を過ぎた後に  

通常の通報内容に加え、必要な情報（2（1）①＊＊＊）を事前咤通報させ、乗組  

場合においては、無  員等に異状のある者や事前通報の内容に該当する者がいな  

線検疫により対応する。   

異状のある者等が有症者と考えられる場合には、2（1）  様の対応を行う。  

（4）その他  
プ  

主に旅客船において、有症者が集団発坐しそ  る等の情報を得た場合には、船  

ミ想定され、関係機関や自治体等  内停留等の緊急性の高い措置の対象となるこ  

の協力も必要となる。このため、検疫官は、直ちに検疫所業務管理室を通じて結  

核感染症課に報告し、必要な指示を受けること。  

Ⅳ その他  

消毒に用いる  畠は、消毒用アルコール又は次亜塩素酸ナトリウム製剤（濃度  

。アルコールを使用する場合はその濃度を保持するために、  1000ppm以上）等  

ぱアルコール収納容器を常に密封しておく。  使用時以  

毒薬を十分に浸した布又はペーパータオル等で当該箇所を満遍なく  

挽く方法が望ましい。消毒薬を噴霧する場合は、消毒薬で濡れていない箇所がない  
くら痘十分に噴霧を行い、その上で当該箇所を布等で拭く必要がある。なお噴霧に  

より、病原体を拡散させる恐れもあるので注意する。  
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別紙1  

厚生労働省・検疫所  

健康状態質問票   

氏名  

性別 D男 口女  年齢  パスポート番号  

職業  

到着月日  ，便名  ，座席番号  

渡航された国名（滞在地域及び渡航地域名）（過去4日）  

日本及び本国での住所、連絡先  

日本：  

一  厄詣番号：  

本国：  

墜造番号：  －  

○あなたの健康状態について、記入してください  

発熱（ ℃）  □あり ロなし  

口あり□なし  

□あり□なし  

激しい咳・呼吸困難等 ‥・  

解熱剤等薬剤の使用の有無  

○新型インフルエンザの疑いのある人との到着前 日以内の接触状況   

について、記入してください   

①新型インフルエンザの流行地域へ滞在・立ち寄りましたか。  

□あり□なし   

②新型インフルエンザ疑いで入院した患者を見舞うなど、接触が  

ありましたか。  ……………‥  口あり□なし  

上記のとおり申告いたします。  年   月  

署名   

この質問票は検疫法第12条に基づく検疫手続を簡略化するためのも  

のですから、正確に記入して下さい。   

質問に答えなかった方又は虚偽の申告をした方は、検疫法第36条第  

3号の規定により懲役又は罰金に処されることがあります。  

ー1－   



別紙2   

新型インフルエンザの発生地域に  
滞在された入国者の方へ  

1．新型インフルエンザの潜伏期間は   日といわれて   

います。その期間内は、念のため、以下のような対応   
をしてください。  

（1）入国後   日間は朝夕の体温測定を実施し、ご自  
身の健康状態を確認してください。  

（2）帰宅後外出する際には、万一に備え、拡散防止の  
ため、配布したマスクを着用するようご協力下さい。   

（3）下記の症状が一つでも発現したら、新型インフル  

エンザ発生地域からの帰国であることをあらかじめ保  
健所に告げてから、受診先等を相談し、医師の診察を  

受けてください。  

・発熱 ・激しい咳、呼吸困難などの呼吸器症状  

2．家族等にも上記症状が発現したら、最寄りの保健所   
又は医療機関に電話で連絡し、その指示に従って下さ   
い。その際、あなたが発生地域から帰国した旨を申し   
添え下さい。  

必要に応じて、本紙を医療機関にお持ち下さい。  

厚 生 労働 省・検 疫 所  

－2－   



別紙3  

調査票   

太枠内を記入して下さい。  

この質問は、検疫法第18条第2項に規定するものですから、正確に記入して下さ  

い。なお、検疫所に報告いただいた情報については、個人情報の保護のため厳重に管  

理します。   

また、質問に答えなかった方又は虚偽の申告をした方は、検疫法第36条第7号の  

規定により懲役又は罰金に処されることがあります占  

検疫所記入欄  

一3－   



別紙4  

日本に入国された方へ   

（健康状態報告指示書）  

○本日から以下に定める期間中は、次の項目に従ってください。  

・下記の期間中は、毎日2回（朝、夕）体温測定を行い、下記連  

絡先へ報告下さい。  

・期間中、発熱又は激しい咳、呼吸困難などの呼吸器症状があらわれ  

た場合は直ちにあなたの名前、整理番号を、下記連絡先へ伝えた上  

で、検疫所担当官の指示に従ってください。  

この期間の最終日よりも前に出国される場合には、出国時に  

下記の連絡先へ電話し、出国される旨を連絡してください。  

○あなたの整理番号  

月  ○検疫所への報告が必要な期間：  日まで。譲  

注1）この報告は、検疫法第18条第2項に規定するものですから、正   

確に報告して下さい。報告しなかった方又は虚偽の報告をした方は、   

検疫法第36条第7号の規定により懲役又は罰金に処されることが   

あります。  

．4－   



別紙5  

年 月  日  時 分  

殿  

（都道府県知事）  

検疫所長  

検疫法第18条第3項の規定に基づき、次のとおり通知します。  

－5－   




